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河川域におけるマルチホップLoRa伝送のための
ドローンによる置局設計手法

梶田 宗吾1,a) 小倉 且也1 本田 美輝1 山田 遊馬1 山口 弘純1 東野 輝夫1 高井 峰生1,2

概要：野生生態系を様々な側面からみえる化し，生態系サービスを定量化することで，経済的・学術的価
値を向上させることへの期待が高まっている．現在，北海道大学が中心となり，鮭に装着したロガーで河

川遡上行動をセンシングし，そのデータを河岸付近の陸上中継局を介してクラウドに集約する技術開発を

行っている．同プロジェクトにおいて，我々の研究グループは中継局をどの地点に設置するべきかを電波

伝搬の側面から検討している．本研究では，特に上流付近まで遡上した鮭の産卵行動などの貴重なセンシ

ングデータの集約を，省電力で長距離通信が可能な LoRaのマルチホップ通信で実現するため，森林・河

川域における植生や地形的起伏が電波伝搬に与える影響に関する基礎調査を実施している．また，置局に

必要な現地で実施すべき通信特性調査には大きな労力を要するため，ドローンを用いた植生認識およびリ

ンク測定実験を行い，その効率化を検討した．最後に，対象環境である北海道忠類川において，実際に基

礎実験で得られた知見に基づいた置局設計を行い，マルチホップ伝送が可能であることを示した．

1. はじめに

人類は野生生態系から直接的・間接的に恩恵を享受する

ことで生活を営んでおり，人間活動の持続性を保証するに

は生態系の機能保全が必要不可欠である．しかし，近年の

人口増加やそれに伴う大規模開発などの影響により，野生

生態系の機能が大きく低下していると言われている．生態

系機能は生物多様性によって支えられているとされており，

その保全を目的とし，我が国では生物多様性国家戦略 [1]

を策定している．こうした動きの中で，生物多様性・生態

系機能の必要性を社会に浸透させるため，人類が生態系か

ら享受している恩恵を生態系サービスとみなし，その経済

的価値を定量化することが求められている．また，この定

量化の前提として，これまで困難であった森林・河川域な

どの電波不感地帯における野生生態系を，様々な側面から

みえる化することに注目が集まっている．

これに対し，北海道大学が中心となり，川と海を行き来

する鮭をみえる化対象のモデル生物とし，河川遡上時の鮭

の行動情報をクラウドまで自動的に集約するシステムの構

築を目的としたプロジェクトが実施されている [2]．我々

の研究グループも同プロジェクトに参画し，システム構築
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図 1 モニタリング対象の忠類川（北海道標津町）

技術開発のための研究を実施している．同プロジェクトで

は，図 1に示す北海道忠類川を遡上する鮭を対象とし，そ

の行動情報をモニタリングおよび可視化することを目的と

している．具体的には，図 2(a)のように鮭の背びれ部分に

センサ内蔵のロガー [3]を装着し，鮭の加速度，深度など

の行動情報を収集・蓄積する．ロガーに蓄積された行動情

報は，図 2(b)に示すように，鮭が陸上中継局との通信範囲

に入った際に送信される．この送受信にはライセンス不要

の 429MHz帯を使用するが，その通信範囲は水深 1m下で

半径 8mの範囲であり，中継局は河川付近に設置する必要

がある．しかし忠類川はその大半が LTEの不感地帯であ

り，陸上中継局からクラウドサーバまで集約するには，独

自に無線通信システムを構築する必要がある．

しかし，人里離れた森林域・河川流域に，既設の通信イ

ンフラに依存しない独自の通信ネットワークを構築するに
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(a) 鮭にロガーを装着した様子 (b) 鮭（水中）から中継局へのデータ収集

図 2 鮭の行動情報モニタリング

は様々な困難が伴う．まず，鮭が遡上する河川域でセンシ

ングを実施するためには，鮭が遡上する上流区域から LTE

サービスエリアまでの数 kmから 10km程度のデータ通信

を実現する必要がある．一方でそれらの領域では電力イン

フラはなく，人や車両が進入困難な領域がほとんどである．

そういった厳しい制約下においては，なるべく低コストか

つ長期にわたり維持管理がなくても持続可能なネットワー

クを構築することが求められる．

そこで本研究では，省電力で動作し広域をカバーするこ

とが可能な LPWA（Low Power Wide Area）を用いて生

態系モニタリング用ネットワークを構築するための検討を

行う．LPWAの中でも，ライセンス不要な 920MHz帯を

利用する LoRa [4]を利用し，鮭の行動情報を前述の陸上中

継局から携帯通信網の通信可能域までマルチホップで配送

する LoRaシステムの構築を目指す．

一般に，フィールドにおけるマルチホップネットワーク

を構築する場合，設置箇所の選択が極めて重要となる．特

に，図 1に示すような森林・河川域に中継局を設置する場

合，地点間に存在する植生や地形的な起伏が電波伝搬に大

きな影響を与えると想定される．また，伝搬損失量は植生

の特徴（樹木の高さ，密度，幹の太さ，葉の形状と密度な

ど）にも依存し，リンク測定事例もほとんどなく十分な知

見が得られていない．これに対し本研究では，そういった

植生が LoRaの通信リンク性能に与える影響を，河川域に

類似する環境および実際の河川域で調査し，置局設計のた

めのデータ収集を行っている．

忠類川での置局設計に向けた基礎調査として，大阪府

の植生による減衰の影響下で見通しがない環境において，

LoRaのリンク測定実験を実施した．その結果，LoRaは見

通し環境で最大 30kmの通信が可能とされているものの，

実験環境では約 1.8km程度の通信距離に留まることを確認

した．つまり，本研究が対象とする森林・河川域環境では

植生影響でその 5%程度の通信距離と想定する必要がある

という，中継局設置のための重要な指標が得られた．加え

て，河川域における進入が困難な地点等ではその労力が非

常に大きくなることが想定されるため，ドローンを活用し

たその効率化を検討している．ドローンに LoRa無線通信

モジュールを搭載した測定用プロトタイプを構築し忠類川

においてリンク測定を実施した結果，設置位置の高さやア

ンテナ高といった垂直方向の置局調整へ向けたリンク測定

に対する労力削減への可能性を示せたと考えている．最後

に，この結果に基づいた忠類川におけるマルチホップ LoRa

伝送の置局設計を行い，設計した置局予定地点間でリンク

測定を実施している．

2. 関連研究

2.1 野生生態系モニタリング

野生生態系や動物の行動のモニタリングは従来広く研究

されているが，近年の IoTならびにセンシング技術の発展

に伴いその高度化も加速しつつある．[5]では，動物福祉

の観点から，スマートコンピューティングとセンシング技

術の活用により，動物と人間のコミュニケーション・動物

の行動やトラッキング・動物の健康状態・人の健康状態と

いった指標でモニタリングが実施されていることが示され

ている．[6]では，ワイヤレスセンサネットワークを活用し

た野生生態系モニタリングシステムが提案されている．ま

た，野生生態系モニタリングにおいては，生態系を妨害す

ることなくモニタリングを実現するため，ドローンの活用

が期待されている [7]．例えば，[8]では，熱帯や極地の環

境における野生生物のモニタリングにドローンを活用し，

ドローンによる観測は従来の観測よりもより良質のデータ

を得ることができることを確認している．他にも，[9]で

は，ドローンと生物認識のための動画像処理 AIを併用し

た野生生態系モニタリングシステムが提案されている．い
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ずれの研究においても，システムの維持コストや設置コス

トの低減が極めて重要であり，進入困難地域におけるモニ

タリングシステムの共通課題として認識されている．

2.2 LoRaネットワーク

IoT（Internet of Things）の普及を背景に，省電力で動

作する広域な無線通信システムとして LPWA技術が近年

注目を集めている．その中の一つである LoRaにおいても，

キャパシティ評価 [10]やスケール評価 [11]が盛んに実施さ

れている．[12]では，大学キャンパス全域を対象とした学

生の健康状態のモニタリングを実施するために，LoRaの

活用を検討している．[13]では，LoRaがスマートシティ

における基盤通信システムとして導入されたことを想定し

た場合，どの程度の端末密度で運用可能かを検証している．

同実験の結果から，3.8ヘクタールあたり 120ノード程度

で運用可能であることが確認されている．また，現在では

IoTを前提としたスマートシティアプリケーションにおけ

る LoRaの活用事例が多く見られるなか，[14]は郊外での

LoRaの活用を検討している．同事例では，植生が LoRa

の通信範囲を制限することから，それらを考慮した置局設

計の重要さが述べられている．本研究においては，植生の

みならず，地形的な起伏なども多い河川域ならびに森林域

における置局が必要であり，それらを考慮した置局設計が

必要であるとともに，進入困難地域におけるリンク測定に

ついても検討している点が異なると考えられる．

3. 置局設計へ向けたリンク測定実験

植生と地形的な起伏を組み合わせた見通しのない環境下

での LoRaの通信範囲を確認するため，大阪府吹田市にあ

る万博記念公園，より対象環境に類似した山間部にある能

勢ドローンフィールド，対象環境である忠類川の 3種類の

環境において，LoRaのリンク測定実験（電波強度測定な

らびに通信実験）を実施した．

3.1 万博記念公園におけるリンク測定実験

万博記念公園で実施したリンク測定実験の測定環境を図

3に示す．図 3(a)に示される通り，万博記念公園は外周道

路に囲まれた楕円形に近い形状をしており，楕円形の長径

にあたる距離は約 1.7kmである．後述の山間部にある能勢

ドローンフィールドと比較すると，園内は起伏の少ない地

形であるものの，多くの木々が生えていることを活用し，

植生や建造物による見通しのない環境下における LoRaの

通信距離を確認する．

実験では 2つの LoRaモジュールを用意し，2台のノー

ト PCにそれぞれ接続することで，送信機および受信機と

した．送信機は東側の大きく開けた広場（図 3(a)右側の赤

いピンが示す場所）に固定し，図 3(c)のようにノート PC

を手で持ち上げることによりアンテナ高（約 1.5m）を確保

表 1 万博記念公園におけるリンク測定の結果（中央値）

Location 受信電波強度 (dBm, Median)

Point1 -114

Point2 -117.5

Point3 -123

Point4 -128

Point5 -132

している．受信点は，受信機であるノート PCを携えて園

内を歩いて回り，送信点からの距離はおおよそ等しいが，

介在する遮蔽物が異なる 5地点を選択し，観測した受信電

波強度を比較することで，遮蔽物が電波伝搬および通信に

与える影響を明らかにする．具体的には，図 3(a)の青いピ

ンが示す 5箇所を受信点とし，送信機と同様にノート PC

を掲げることでアンテナ高（約 2m）を確保している．万博

記念公園の俯瞰図から確かめた，送信点と各受信点の間の

距離と介在する遮蔽物を図 3(b)に示す．確実に通信でき

ることを確認するために Point1を，建造物の影響を確認す

るために Point2と Point5を，植生の影響を確認するため

Point3と Point4を選定した．また，Point1，Point2およ

び Point3はおおよそ同一直線状に位置しているため，距離

による減衰の傾向も観測できると考える．LoRaモジュー

ルの通信パラメータとして，帯域幅（bw）は 6.5kHz，拡散

率（sf）は 12とした．これは最も通信距離が長くなる設定

に相当する．

測定結果を図 4および表 1に示す．LoRaの受信電波強

度は分散が非常に大きくなることが従来研究において言及

されていることから，極端な外れ値を除外する目的で，各

受信点における複数の受信電波強度の中央値を示した．こ

の結果より，Point1から Point3へ受信点が送信点から遠

ざかる方向へ移動するに従って，受信電波強度の減少トレ

ンドを確認することができた．また，Point4では，図 3(c)

に示すように受信点付近が木々に囲まれている環境で植生

影響があるものの，十分な受信電波強度で LoRa通信が可

能であることを確認することができた．一方で，Point5で

は，大きな建造物の影にあたる部分に受信点が存在してい

ることにより，Point4より距離が短い経路にもかかわらず，

大きな減衰が確認された．これらの結果から，本研究で対

象とする森林・河川域での置局設計においては，木々の少

ない河川上空などを利用することで，遮蔽物のできるだけ

少ない伝搬経路を確保すべきだと考えられる．加えて，ア

ンテナ高について，今回の測定実験においては手で持ち上

げることで高さを確保したが，図 3(d)に示すように，地表

付近で LoRa端末を設置し測定を行った場合では，送受信

を一度も確認することができなかった．これより，今後の

測定実験や実際の設置においては，アンテナ高をできるだ

け高く設置する方法の模索などが必要だと考える．
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(a) 万博記念公園の俯瞰図と送受信点の位置 (b) 送受信点間の距離と遮蔽物

(c) 受信機側の測定風景（Point4） (d) 送信機側の測定風景（送受信不可の場合）

図 3 万博記念公園でのリンク測定環境

図 4 万博記念公園におけるリンク測定の結果

3.2 能勢ドローンフィールドにおけるリンク測定実験

万博記念公園における測定実験では，送受信機を掲げる

ように保持することでアンテナ高を確保した場合，全ての

受信点で通信可能であり，減衰影響による LoRaの最大通

信範囲を計測することができなかった．そこで，より対象

環境と類似した山間部にある能勢ドローンフィールドにお

いてリンク測定実験を実施し，植生と起伏の影響下にある

場合での LoRaの通信範囲について，調査を実施した．

能勢ドローンフィールドにおけるリンク測定実験の測定

環境を図 5(a)に示す．測定環境は，図の上から下へ向かっ

て下り坂となっており，車道の両側は樹木に囲まれている

ため，地形の起伏が存在し樹木を介在する見通しのない環

境となっている．LoRaの送信機は図中上側の赤いピンの

立っている地点に固定し，受信機は車両に搭載し送信機か

ら離れる方向（下り坂を下るような標高が下がり，かつ遠

ざかる方向）へ移動させることで，通信の状況を観察した．

受信機は車内の助手席に座る人が保持するノート PCに接

続されており，ダッシュボードの上に設置した．また，送

信機は高さ約 80cmほどの机の上に固定し測定している．

万博記念公園における設定と同じく，LoRaモジュールの

通信パラメータとして，帯域幅（bw）は 6.5kHz，拡散率

（sf）は 12とした．

この測定結果を図 5(b) に示す．縦軸は受信電波強度

（dBm）を表し，横軸は車両の移動に伴う時間変化を表して

いる．車両が遠方に移動するに従い，受信電波強度が徐々

に低下することを確認した．また，最大で約 1.8kmの距離

で，-139dBmの受信信号強度で通信できることを確認し，

それ以降はパケットを受信することができなかった．これ

は，PER（Packet Error Ratio）が 1%未満時の受信電波

強度の最小レベルが-142dBm程度である [15]ことを考慮
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すると，妥当な結果である．この結果から，おおよそ 1～

1.5kmの範囲で中継局を配置するようなマルチホップ伝送

により，見通しがない電波不感地帯からでもデータ集約が

可能であると考えられる．

3.3 忠類川におけるリンク測定実験

これらの実験に加えて，植生の有無による電波状況の変

化を定量的に測定するため，忠類川において複数ドローン

を活用したリンク測定実験を実施した．具体的には，送信

機と受信機の距離を一定に保ちながら，それらの高度を変

化させることで，植生を介在するもしくは介在しない環境

を作り出し，リンク測定結果を比較した．ドローンを活用

することにより，気温・湿度など周辺状況が近い環境にお

いて，アンテナ高度だけを変更することができ，結果とし

て介在するオブジェクトの有無だけが異なる環境を作り出

すことができる．

設計したリンク測定実験の環境を図 6に示す．送信機側

は受信機側よりも標高が高く，それぞれの地点周辺・地点

間には高さ 15m程の植生がある．図 6(a)に示すように送

信機と受信機の水平面座標は固定とし，図 6(b)に示すよ

うに送信機となるドローンの高度を変化させながらリン

ク測定を実施した．前述の通り送信機と受信機の間には植

生があるが，測定開始時は送信機が木々よりも十分に高い

ため，ドローン本体の影響を除けば見通しのある環境での

測定結果となる．その後，送信機となるドローンの高度を

徐々に下げていく中で，介在する植生や地形の起伏による

減衰影響を受けることが予想され，それらの結果を比較す

ることで影響を分析することが可能となる．受信機側のド

ローンは水平面座標・高度ともに固定としており，送受信

機間の距離は送信機の高度の変化に合わせて 544.00mか

ら 544.33mの間で変化するものの，この直線距離の差が

RSSIに与える影響は非常に少ないと考える．

高精度な飛行が可能なドローン（DJI M600 [16]）に，

LoRaのモジュールとそれを制御する Raspberry Pi3，な

らびにそれらを駆動するバッテリーを搭載することで，置

局設計に利用可能な測定用プロトタイプドローンを作成し

た．図 7に，ドローンに搭載した LoRaモジュールの様子

を示している．ドローンに搭載されている GPSモジュー

ルは羽より上側に出るよう設置されているが，これは羽の

駆動部であるモータがノイズとなり GPSの値に影響する

ためだと言われており，これに倣って，LoRaモジュール

のアンテナはできるだけモータから離れるようドローンの

下部（垂直下向き）に搭載することとした．

忠類川におけるリンク測定実験の結果を図 8に示す．こ

の結果から，送信機側のドローンの高度を低くするにした

がって，RSSIの値が悪くなることが確認できる．送信機

の高さを低くするにしたがい，起伏や植生影響で徐々に

RSSI値が低くなるものの，送信機の高さが周辺の木々の

高さとほど近い 16mの時点で急激に減衰量が大きくなり，

初めて-130dBmを観測している．結果として，十分に見通

しがあると想定される送信機の高度が 30m時点での RSSI

値と比較して，植生影響下の高度が 8mの場合は 30dB程

度の減衰を確認した．

4. ドローンによる置局設計の効率化

3章で実施したようなリンク測定実験は，実際に置局す

る際に現地で必ず実施する必要があると考えられるものの，

森林・河川域で進入が困難な地点ではその労力が非常に大

きくなることが想定される．この問題に対し，我々は，進

入の困難性といった制約を受けないドローンを活用した置

局設計の効率化を検討している．

3章で確認した通り，置局設計では送信機と受信機の間

に介在するオブジェクト（植生や建造物など）が与える影

響が無視できない．そこで，我々はそういった影響の大き

いと考えられるオブジェクトをより詳細に把握するため，

ドローン空撮映像を用いた点群作成と得られた点群情報か

らオブジェクトを認識し切り出す技術を開発している [17]．

忠類川においても同様に空撮画像を収集し，図 9に示すよ

うに点群情報を作成した．こうした取り組みにより，事前

にオブジェクトを把握することで，実際の環境でリンク測

定を実施する前に，明らかに不要な設置候補点の除去や電

波減衰量の予測が可能となると考える．

続いて，3.3節で構築した測定用プロトタイプドローン

および実施したリンク測定実験に基づいて，置局設計にお

ける労力の削減に関する検討を行った．ドローンは，人間

が陸路で進入困難な地点への進入を容易にする他にも，ホ

バリングにより任意の高さで静止することができることか

ら，高さ方向への置局位置調節という点でも優れていると

考えられる．3.3節での実験と同様に，ある地点における

ドローンの高度を変更することによるリンク性能の変化を

確認し，LoRa中継機の設置位置やアンテナ高の調整へ向

けた活用が期待できる．具体的には，図 8で確認できるよ

うに，ドローンを活用することで受信電波強度の連続的な

変化を記録し，最適な高さ（最もリンク性能の良い高さ）

を確認することができる．このようにドローンの活用によ

り，進入の困難さに関する制約の緩和や様々な調整項目の

検証が容易になるといった，置局設計への活用に一定の目

途が得られた．

5. 忠類川における LoRa中継局の置局設計

3章のリンク測定実験の結果から，1km～1.5km程度で

あれば見通しのない環境においても LoRa伝送が可能であ

ると想定し，忠類川においてマルチホップ LoRa伝送へ向

けた陸上中継局の置局設計を実施した．見通しのない環境

における LoRaの通信範囲の制約だけでなく，万博記念公

園における実験の結果よりアンテナ高を確保することが極
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(a) 測定環境と車両の移動軌跡 (b) 測定結果

図 5 能勢ドローンフィールドにおけるリンク測定実験

(a) 俯瞰図 (b) 断面図

図 6 忠類川における複数ドローンを活用したリンク測定環境

図 7 ドローンに搭載した LoRa モジュール

めて重要であるという知見を踏まえ，河川域に自生してい

る木々に LoRa中継機を設置することを検討する．加えて，

機器の設置・撤去の労力を考慮し，アクセスしやすい位置

にあることも設置箇所の選定理由としている．上記を踏ま

え，実際に北海道標津町忠類川を対象とした置局設計の結

果を図 10に示す．

最も上流にある Point4から，最下流部の LTEサービス

エリア内にある Point1までのマルチホップデータ伝送が

実現可能であることを確認する．図 1に示したように，忠

図 8 忠類川におけるリンク測定結果

類川の河川上は空間的に開けているものの大きくうねって

いるため，各置局候補点（Point1～4）の間には植生を介在

しており，見通しのない環境となっている．そのため，実

際に LoRa通信路を確立可能かを検証するため，忠類川へ

赴き，選定した設置候補地点間で LoRaリンク測定を実施

した．

図 11に，忠類川で実施したリンク測定実験の様子を示

す．置局設計時に考慮したように，アンテナ高を確保する

ため，LoRa送受信機は木に括り付けることを想定してい

る．実際の設置状況を想定した測定実験とするため，図

11(a)に示すように，約 3m程の物干し竿の先端に LoRaの
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図 9 空撮画像と作成した点群

図 10 忠類川を対象とした置局設計の結果

送受信機を固定し測定を実施した．その測定実験の様子は

図 11(b)に示す．各設置候補地点には，図 11(b)にあるよ

うな木々が存在する．

センシング・集約対象である鮭の行動情報のデータ量を

考慮し，LoRaモジュールの通信パラメータは，中程度の

ビットレートとなる帯域幅（bw）は 250kHz，拡散率（sf）

は 12と設定し，リンク測定実験を行った．まずはじめに，

最も上流部にある Point4に送信機（Tx）を設置し，受信

機（Rx）を Point3 から最下流の Point1 へ向けて順に移

動させながら測定を実施した．その後，送信機を Point3，

Point2と順に下流側へ移動させながら，受信機も送信機の

位置の変更に合わせて，より下流側の地点を順に測定する．

こうして，設置候補地点の全組み合わせについて，上流か

ら下流へ向けたリンク測定を実施した．

忠類川で実施したリンク測定の結果を表 2 に示す．隣

接する設置候補地点との通信は，PERが 1%未満時の受信

電波強度の最小レベルが-142dBm程度だとすると，十分

に可能であることを確認した．最も上流側である Point4

からは Point3としか通信はできず，Point3を経由するマ

ルチホップ通信が必要であることを確認した．その一方

で，Point3からであれば，最も下流側の Point1と直接通

信が可能であることが確認できた．また，Point3-Point2，

Point3-Point1，Point2-Point1のリンクについては，RSSI

の観点から，通信距離が最も長い Point3-Point1の伝送路

が最も良好であることを確認した．これは，Point2が忠類

川の大きなうねりの窪みになっていることが原因で，電波

伝搬環境として厳しい地点であることが理由であると考え

られる．こういったより詳細な減衰影響の理解へ向けた調

表 2 忠類川におけるリンク測定の結果

RSSI (dBm)
Rx

Point3 Point2 Point1

Tx

Point4 -115.0 x x

Point3 - -114.2 -100.8

Point2 - - -104.9

査は今後も引き続き実施が必要だが，基礎調査に基づいて

設定した，見通しのない河川域における LoRaの通信範囲

に関する指標は，忠類川での置局設計において有益に機能

した．

6. まとめ

本研究では，省電力で動作し広域をカバーすることが可

能な LPWA（Low Power Wide Area）技術である 920MHz

帯 LoRaを利用し，鮭の行動情報を陸上中継局から携帯通

信網の通信可能域までマルチホップ伝送するシステムの構

築を目指している．この目的に対し，マルチホップネット

ワークを構築するにはその設置箇所の選択が極めて重要で

あることから，対象とする忠類川において置局設計を実施

するための基礎検討として，樹木や地形の起伏による電波

伝搬の影響を確認した．大阪府の万博記念公園ならびに能

勢ドローンフィールドで，植生による減衰影響下で見通し

がない環境において LoRaのリンク測定を実施した結果，

最大で約 1.8km程度の通信範囲を確認し，通信距離が大幅

に抑制されることが示された．この指標に基づいて，実際

に忠類川で置局設計を実施し，選定された設置候補地点に

おいてリンク測定を行ったところ，隣接地点間では十分に

通信可能であり，マルチホップ伝送が可能であることが確

認された．また，置局設計や設置時の労力削減の検討とし

て，近年様々な分野での利活用が期待されているドローン

を用いたリンク測定実験を行っている．具体的には，LoRa

モジュールを搭載した測定用プロトタイプドローンを試作

し，ドローンの高度を変えながら連続的にリンク測定実験

を実施することで，その適用可能性を検討した．これによ

り，設置候補点に無線機のアンテナを搭載したドローンを

ホバリングさせて実際のリンク性能試験を実施すること

で，多くの置局候補点で効率的なリンク性能試験が実施可

能となり，置局設計に関わる労力を大幅に削減することが

可能になる．また，同時に，受信電力測定とドローンの飛

行制御と連動させることでアンテナ高や角度の調整を実現

し，これまでの手作業によるアンテナ設置時の労力削減で

きる可能性もあると考えている．
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(a) LoRa 送受信機の用意 (b) リンク測定の様子

図 11 忠類川で実施した LoRa リンク測定
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